
区分 収入 支出

水
道

収益的収支 3 億9,340 万円  ３億 4,694 万円

資本的収支 1,447 万円  １億 4,885 万円
下
水
道

収益的収支 13 億 7,891 万円 13 億    878 万円

資本的収支 4 億2,577 万円  ８億 9,865 万円

区分
実質赤字

比率
連結実質
赤字比率

実質公債
費比率

将来
負担比率

本市の指標 赤字額なし 7.6 79.8

早期健全化基準 12.86 17.86 25.0 350.0

区分
水道

事業会計
下水道

事業会計
簡易水道事業

特別会計
電気事業
特別会計

本市の指標 資金不足額なし

経営健全化基準 20.0

用語解説

○実質赤字比率　福祉、教育、まちづくりな

ど市町村の行政事務本体における赤字の程度

を示す指標

○連結実質赤字比率　全ての会計の赤字と黒

字を合算し、赤字額が黒字額を上回る場合に

その程度を示す指標

○実質公債費比率　公債費およびこれに準ず

る経費の大きさを示す指標

○将来負担比率　翌年度以降において負担す

ることが確定している債務および負担が見込ま

れる債務の大きさを示す指標

　令和２年度の一般会計の歳入は 297 億 6,763 万円、歳出は 286 億 3,352 万円

で、各会計別決算は表のとおりです。金額は１万円単位に端数処理しています。

問合せ　財政課財政係☎内線４０４２

　令和２年度 決 算状況
各会計の決算額

▶一般会計及び特別会計　 ▶公営企業会計（独立採算の会計）　

▶健全化判断比率(単位：％)

▶資金不足比率(単位：％)

国庫支出金
91億
1,762 万円
30.6 ％

市税
63 億
5,721 万円
21.4 ％

地方交付税
61億
5,128 万円
20.7％

市債市債
27億27億
1,770 万円1,770 万円
9.1 ％9.1 ％

県支出金
15 億 7,000 万円
5.3 ％

地方消費税交付金
10 億 8,855 万円
3.6  ％

 諸収入
８億 109万円
 2.7 ％

 繰入金
４億 8,841 万円
 1.6  ％

地方譲与税
2 億 9,123 万円
1.0 ％

使用料及び
手数料
1億 2,011 万円
0.4 ％

寄附金
8,049万円
0.3 ％

その他
３億41 万円
 1.0 ％

民生費
66 億
5,720 万円
23.2％衛生費

27億
9,176 万円
9.8％

労働費
2,310 万円
0.1％

 農林水産業費
６億4,623 万円
 2.3％

 商工費
９億 2,667 万円
 3.2％

土木費
28 億 1,818 万円
9.8％

消防費
8 億 8,063 万円
3.1％ 教育費

40 億
4,588 万円
14.1％

総務費
76 億 2,063 万円
26.6 ％

公債費
20 億 3,190 万円
7.1％

 議会費
１億 9,134万円
 0.7％

会計区分 歳入決算額 歳出決算額

一般会計 297 億 6,763 万円 286 億 3,352 万円

特
別
会
計

国民健康保険 55 億 6,012 万円   55 億 1,835 万円

後期高齢者医療 ６ 億 4,626 万円 ６ 億 4,615 万円

介護保険 58 億 1,703 万円 58 億 1,535 万円

簡易水道事業 ３ 億 5,834 万円 ３ 億 1,518 万円

電気事業 ３ 億 5,435 万円 　３ 億 4,861 万円

一般会計決算額の内訳

歳入総額

297 億

6,763 万円

歳出総額

286 億

3,352 万円

1003365

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」 に基づく

健全化判断比率 ・ 資金不足比率

各公営企業の資金不足額の程度を示す指標

　健全化判断比率について、実質赤字額

および連結実質赤字額はありませんでし

た。また、実質公債費比率および将来負担

比率は、早期健全化基準を下回りました。　令和２年度決算に基づく本市の状況は次のとおりです。

 繰越金
６億 8,353万円
 2.3  ％

※資本的収入額が支出額に対して不足する額は、当年
度分消費税などで補てん
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